












要約:小児科を標傍する全医療機関 3716 施設の小児科を対象に、1996 年に診断した被虐

待児・愛情剥奪症候群の調査を行い(回収率 45.5%)、140 施設から 180 例が報告された。

小児人口中の発生率は市部では郡部の1.6 倍であったが島嶼でも発生しており、日本のど

の地域にも発生しうるものである。背景要因には地域差がみられ、地域特性に応じた対策

の構築が重要で、全医療機関を包括した虐待防止対策が効果的である。虐待危険家庭の転

居に対する隣接地域との連携のあり方を検討したい。


